
 

別表七（二）の記載の仕方 
 

１ この明細書は、通算法人又は他の通算法人が法第

57条第１項｟欠損金の繰越し｠の規定の適用を受

ける場合（法第64条の７第１項第１号から第３号ま

で又は第５項｟欠損金の通算｠の規定の適用があ

る場合に限ります。）に記載します。 

２ 「控除未済欠損金額１」の記載に当たっては、次

によります。 

 ⑴ 当期が法第57条第２項又は第４項の規定の適

用を受ける事業年度である場合（⑶に該当する場

合を除きます。）には、別表七(一)付表一「３」

の金額を記載します。 

 ⑵ 当期が法第57条第８項の規定の適用を受ける

事業年度又は法第64条の７第２項第１号に規定

する最初通算事業年度（令和２年改正法附則第29

条第１項｟通算承認に関する経過措置｠の規定

により法第64条の９第１項｟通算承認｠の規定

による承認があったものとみなされる日の属す

る事業年度（⑷及び３⑷において「移行承認事業

年度」といいます。）を除きます。３⑵において

「最初通算事業年度」といいます。）である場合

（⑴又は⑶に該当する場合を除きます。）には、

「調整後控除未済欠損金額14」の金額を記載しま

す。 

 ⑶ 当期が法第59条第１項又は第２項｟会社更生

等による債務免除等があった場合の欠損金の損

金算入｠（同項の規定を同条第５項又は東日本大

震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例

に関する法律第17条第１項｟被災法人について

債務免除等がある場合の評価損益等の特例｠の

規定により読み替えて適用する場合を含みます。

３⑶において同じです。）の規定の適用を受ける

事業年度である場合には、別表七(三)「27」の金

額を記載します。 

 ⑷ 当期が移行承認事業年度である場合（⑴又は⑶

に該当する場合を除きます。）には、令和２年改

正法附則第20条第１項｟欠損金の繰越しに関す

る経過措置｠の規定によりその通算法人の欠損

金額とみなされる同項に規定する連結欠損金個

別帰属額を記載します。 

 ⑸ その通算法人が法第57条の２第１項｟特定株

主等によって支配された欠損等法人の欠損金の

繰越しの不適用｠に規定する欠損等法人である

場合における同項に規定する適用事業年度前の

各事業年度において生じた同項に規定する欠損

金額（法第58条｟青色申告書を提出しなかった事

業年度の欠損金の特例｠の規定の適用があるも

のを除きます。）は、記載しません。 

３ 「⑴のうち特定欠損金額に係る控除未済額２」の

記載に当たっては、次によります。 

 ⑴ 当期が法第57条第２項又は第４項の規定の適

用を受ける事業年度である場合（⑶に該当する場

合を除きます。）には、別表七(一)付表一「３」

に内書きした金額を記載します。 

 ⑵ 当期が法第57条第８項の規定の適用を受ける

事業年度又は最初通算事業年度である場合（⑴又

は⑶に該当する場合を除きます。）には、「調整

後控除未済欠損金額14」に内書きした金額を記載

します。 

 ⑶ 当期が法第59条第１項又は第２項の規定の適

用を受ける事業年度である場合には、別表七(三)

「27」に内書きした金額を記載します。 

 ⑷ 当期が移行承認事業年度である場合（⑴又は⑶

に該当する場合を除きます。）には、令和２年改

正法附則第20条第１項の規定によりその通算法

人の欠損金額とみなされる金額のうち、令和２年

改正前の法第81条の９第３項｟連結欠損金の繰

越し｠に規定する特定連結欠損金個別帰属額に

係る金額を記載します。 

４ 令第131条の９第３項｟欠損金の通算｠に規定す

る10年内事業年度（以下４において「10年内事業年

度」といいます。）に係る同項に規定する対応事業

年度（以下４において「対応事業年度」といいます。）

が２以上ある場合（法第64条の７第５項の規定の適

用がある場合を除きます。）の「損金算入特定欠損



 

金額３」及び「損金算入非特定欠損金額６」の各欄

の記載に当たっては、次によります。 

 ⑴ 「損金算入特定欠損金額３」は、その対応事業

年度開始の日の属する10年内事業年度の別表七

(二)付表一「14」の金額からその対応事業年度前

の対応事業年度（その10年内事業年度に係るもの

に限ります。⑵及び⑶において「前対応事業年度」

といいます。）の「⑴のうち特定欠損金額に係る

控除未済額２」の金額の合計額を控除した金額と

その対応事業年度の「⑴のうち特定欠損金額に係

る控除未済額２」の金額とのうちいずれか少ない

金額を記載します。 

 ⑵ 「損金算入非特定欠損金額６」は、その対応事

業年度及びその対応事業年度開始の日の属する

10年内事業年度に係る他の対応事業年度の「⑴の

うち非特定欠損金額に係る控除未済額５」の金額

の合計額にその10年内事業年度の別表七(二)付

表一「20」の割合を乗じて計算した金額から前対

応事業年度の「⑴のうち非特定欠損金額に係る控

除未済額５」の金額を控除した金額とその対応事

業年度の「⑴のうち非特定欠損金額に係る控除未

済額５」の金額とのうちいずれか少ない金額を記

載します。 

 ⑶ その10年内事業年度が措置法第66条の11の４

第４項｟認定事業適応法人の欠損金の損金算入

の特例｠に規定する特例10年内事業年度である

場合（同条第３項の規定により読み替えて適用す

る法第64条の７の規定の適用がある場合に限り

ます。）における「損金算入特定欠損金額３」は、

⑴にかかわらず、次に掲げる金額の合計額を記載

します。 

  イ その対応事業年度開始の日の属する10年内

事業年度の別表七(二)付表五「13」の金額から

前対応事業年度において生じた特例対象特定

欠損金額（措置法令第39条の23の２第８項第１

号｟認定事業適応法人の欠損金の損金算入の

特例｠に規定する特例対象特定欠損金額をい

います。イにおいて同じです。）の合計額を控

除した金額とその対応事業年度において生じ

た特例対象特定欠損金額とのうちいずれか少

ない金額 

  ロ その対応事業年度開始の日の属する10年内

事業年度の別表七(二)付表一「14」の金額から

その10年内事業年度の別表七(二)付表五「13」

の金額及び前対応事業年度の「⑴のうち特定欠

損金額に係る控除未済額２」の金額（その前対

応事業年度に係るイに掲げる金額がある場合

には、その金額を控除した金額）の合計額を控

除した金額とその対応事業年度の「⑴のうち特

定欠損金額に係る控除未済額２」の金額（その

対応事業年度に係るイに掲げる金額がある場

合には、その金額を控除した金額）とのうちい

ずれか少ない金額 

５ 「８」から「14」までの各欄の内書には、法第64

条の７第２項に規定する特定欠損金額を記載しま

す。 

６ 「通算開始・加入直前事業年度の翌期繰越欠損金

額８」及び「控除未済欠損金額11」の各欄の記載に

当たっては、次によります。 

 ⑴ 令和２年改正法附則第29条第１項の規定によ

り法第64条の９第１項の規定による承認があっ

たものとみなされた法人にあっては、記載しませ

ん。 

 ⑵ 「通算開始・加入直前事業年度の翌期繰越欠損

金額８」は、その通算法人が法第57条第６項に規

定する時価評価除外法人（７において「時価評価

除外法人」といいます。）に該当しない場合には、

「０」と記載します。 

７ 時価評価除外法人に該当する通算法人が法第57

条第８項に規定する支配関係がある場合として政

令で定める場合に該当しない場合で、かつ、同項に

規定する共同で事業を行う場合として政令で定め

る場合に該当しない場合において、同項に規定する

支配関係発生日以後に新たな事業を開始したとき

における「通算開始・加入事業年度である場合」及

び「通算開始・加入事業年度後に新たな事業を開始



 

した場合」の各欄の記載に当たっては、次によりま

す。 

 ⑴ 「制限対象欠損金額９」及び「制限対象欠損金

額12」の各欄は、法第57条第８項第１号に規定す

る支配関係事業年度（以下「支配関係事業年度」

といいます。）前の各事業年度にあっては「通算

開始・加入直前事業年度の翌期繰越欠損金額８」

又は「控除未済欠損金額11」の金額を記載し、支

配関係事業年度以後の各事業年度にあっては「制

限対象欠損金額⒆－(⒂－⑻)(マイナスの場合は

０)９」又は「制限対象欠損金額⒆－(⒂－⑾)(マ

イナスの場合は０)12」として記載します。 

 ⑵ 「開始・加入時持込対象欠損金額10」及び「控

除対象欠損金額13」の各欄は、令第113条第12項｟

引継対象外未処理欠損金額の計算に係る特例｠

において準用する同条第１項の規定の適用を受

ける場合には「（⑻－⑼）又は」又は「（⑾－⑿）

又は」を消し、その他の場合には「又は（別表七

(二)付表四「５」）」を消します。 

８ 支配関係事業年度以後の事業年度（令第112条の

２第５項｟通算完全支配関係に準ずる関係等｠に

おいて準用する令第112条第５項｟適格合併等によ

る欠損金の引継ぎ等｠に規定する対象事業年度に

限ります。）に災害欠損事業年度がある場合の「制

限対象欠損金額９」、「制限対象欠損金額12」及び

「欠損金額のうち特定資産譲渡等損失相当額19」の

各欄（その災害欠損事業年度に係る部分に限りま

す。）の記載に当たっては、その災害欠損事業年度

の別表七(一)「15の③」の金額を「(15)」の金額か

ら控除して計算します。 

９ 「支配関係事業年度以後の欠損金額のうち特定資

産譲渡等損失相当額の計算の明細」の各欄は、令第

112条の２第５項において準用する令第112条第５

項第１号に掲げる金額を計算する場合に記載しま

す。この場合において、「特定資産の譲渡等による

損失の額の合計額16」及び「特定資産の譲渡等によ

る利益の額の合計額17」の各欄に記載した金額の計

算に関する明細を別紙に記載して添付します。 

10 「支配関係事業年度以後の事業年度の欠損金発生

額15」の各欄の内書には、支配関係事業年度以後の

各事業年度ごとに別表七(二)付表三「13」に記載さ

れた金額を合計した金額を記載します。この場合に

おいて、「欠損金額のうち特定資産譲渡等損失相当

額19」の記載に当たっては、その内書きした金額を

「(15)」の金額から控除して計算します。 

11 「特定資産譲渡等損失額18」の記載に当たっては、

次によります。 

 ⑴ 令第112条の２第５項において準用する令第

112条第７項の規定の適用を受ける場合には「（⒃

－⒄）又は」を消し、その他の場合には「又は（別

表七(二)付表三「５」）」を消します。 

 ⑵ 支配関係事業年度以後の事業年度において生

じた欠損金額が法第58条の規定の適用がある欠

損金額である場合には、その事業年度に係る部分

には、「０」と記載します。 

 


